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参考：ケース別シミュレーション（H30年度以降） 

案 形態 内  容 
市負担（10年） ※NTCの収入

を見込む場合 市負担（20年） 

１ 継 続 
・現状どおり継続 
（管理運営及び施設改修等） 

約３１．２億円 ※約２１．３億円 

約５５．９億円 ※約３６．１億円 

２ 一部休止 
・製氷を休止（夏期ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞ可） 
・アンモニア等は撤去 
・再整備により再開は可能 

約 １．９億円 

約 ３．０億円 

３ 全面休止 
・施設を全面的に休止 
・アンモニア等は撤去 
・再整備により再開は可能 

約 ０．８億円 

約 ０．８億円 

４ 廃 止 ・施設を解体 
約１３．５億円 

約１３．５億円 

５ 転 用 ・メモリアル公園、市民の森に転用 
管理形態により 
上記２～４と同様 

６ 無償貸付 ・競技団体に貸付（夏期ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞ） 上記３と同様 

その他の可能性 

◆建設時の国の補助金は、法の運用緩和によりいずれも返還不要（４～６は手続必要） 
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１ 主な検討経過 3 

年 月 内 容 

H28.10月  検討資料の説明（市議会） 

同 検討資料の説明（浅川住民自治協議会、浅川スパイラル友の会） 

同 検討資料の説明（競技団体） 

H28.11月 市議会 公共施設の在り方調査研究特別委員会 

同 長野市公共施設適正化検討委員会 

H28.12月 市長に要望（浅川地区住民自治協議会・浅川スパイラル友の会） 

同 市長に要望（日本ﾎﾞﾌﾞｽﾚｰ･ﾘｭｰｼﾞｭ･ｽｹﾙﾄﾝ連盟） 

同 長野市公共施設適正化検討委員会（現地視察） 

H29.１月 市長がスポーツ庁長官に要望 

同 市長が浅川地区に説明 

同 長野市公共施設適正化検討委員会 

H29.２月 長野市公共施設適正化検討委員会（市長に提言書） 

H29.３月 市議会 本会議で意見等 

同 市議会 公共施設の在り方調査研究特別委員会で意見等 

同 市議会 総務委員会、経済文教委員会で意見等 



２ 要望及び対応  

（１）地元要望（浅川住民自治協議会、浅川スパイラル友の会）  H28.12月 
  ・国県はじめ関係機関に施設の維持存続とNTC指定の継続や財源手当て 
  含め最大限の努力を。 
  ・方向付けに当たって地元住民の意見要望を聴取し、検討内容、経過につ 
  いて丁寧な説明を。 
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（２）競技団体要望（日本ボブスレー・リュージュ・スケルトン連盟）  H28.12月 
  ・NTCとして2022年北京冬季オリンピックまで継続を。 

（３）市から国への要望（市長からスポーツ庁長官）  H29.1月 
  ・施設の存続に向け、施設維持の財源などを含めた方策について、国の 
  特段の配慮と協力を。 
 
 ＜会談要旨＞ 
  ①市が施設を継続するのであれば、国はNTCの指定を継続 
  ②改修についてはtotoの助成制度を案内（全面改修、補助上限１億円） 
  ③国有化や国の全面支援は、平成元年の閣議了解のとおりで困難 



３ 長野市公共施設適正化検討委員会の提言  5 

＜提言＞ 
  ・2018年、平昌五輪後の「スパイラル」の在り方については、冬季の製氷は 
  「休止とすることが妥当と判断する。 
  ・ただし、施設は夏期の競技トレーニングに利用して存続し、長野オリンピック 
  メモリアルとして地域の活性化に資する活用ができる方向で検討することが 
  望ましい。 

＜主な理由＞ 
  ・ 多額の経費を要し、競技者数も限られ、利用者一人当たりの経費が突出。 
   市民利用が難しく、受益と負担のバランスを考慮しなげればならない。 
  ・老朽化が進み、今後も大規模改修が見込まれる。アジア唯一の競技施設 
   だったが、平昌に新たな施設が建設され、北京にも建設が見込まれる。 
  ・H26年の市民アンケートでオリンピック施設について、全ての施設をできる 
   限り存続との回答は３%、状況に応じて施設ごと見直すべきとの回答が 
   9割を超えた。今後も継続して維持することは市民の理解が得られない。 
  ・施設を廃止した場合、コース撤去等に多大な費用を要する。当面、維持管 
   理費を軽減しながら、夏期トレーニングのため施設自体は存続し、オリン 
   ピックメモリアルとして、幅広い市民の利用や地域活性化に資する活用が 

   図れるよう検討すべき。 



４ 市議会における意見等  6 
＜継続は難しいとの意見＞ 
・廃止を見据えた全面休止が望ましい。  ・全面休止も考える必要がある。 
・レガシーだけで運営できない現実を踏まえ決断すべき。 
・平昌や北京の施設を使うことを考えるべき。 ・遠征費の援助も考えられる。 
・提言書を尊重すべきだ。 
・オリンピック施設も公共施設マネジメントの例外ではない。 
・施設の解体を数年かけて進めてもいいのでは。 
・休止後に再開する費用も示すべき。 
・存続できる施設ではない。夏の利用の費用対効果も示すべき。 
・地域の活性化に向けた活用は地元の意見を聞いて検討してほしい。 
・提言の方向で致し方ない。選手等に対する支援はなされるべき。 
・選択と集中によりコンパクトな施設量にすべき。 
＜継続を模索する意見＞ 
・市民全体でコスト負担する議論があっていいのでは。 
・すぐに結論を出さず、時間をかけていいのでは。 
・更に国に要望すべき。  ・札幌と連携してはどうか。 
＜その他＞ 
・競技団体の熱意が伝わってこない。 
・夏場の活用策は今までも難しかったのに、今後の具体案はあるのか。 
・オリンピック施設全体について国に負担を求めるべき。 



５ 今後の方向性  7 

＜考え方＞ 
◎公共施設適正化検討委員会の提言を尊重 
◎様々な視点や意見などを勘案し、総合的に判断 
 ・H26年度包括外部監査意見          ・公共施設マネジメント指針 
 ・地元や競技団体の要望             ・国への要望結果 
 ・公共施設適正化検討委員会の提言理由  ・市議会の意見 など 

＜施設の方向性＞…平成30年度（2018年度）以降 
 
◎冬期の製氷は休止する。 
◎夏期のトレーニング施設は、競技団体の意向も確認した上で存続し、競技ト 
 レーニング施設としてナショナルトレーニングセンター競技別強化拠点の指定 
 が受けられるか国と協議する。 
◎地域の活性化につながる活用に向け、地元地区や広く市民からアイデアや 
 意見を募りながら検討する。  
◎当面の施設の維持管理費が最小となるよう、管理手法や運用を検討する。 
◎４年後を目途に、施設の現状を検証したうえで、必要な場合には見直しを 
 検討する。  
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＜留意事項＞ 
◎当面の維持管理費の低減の研究 
  ・施設の人員配置 ・冬期閉園を含む運用 
◎施設の安全性の確保、適正な維持管理に配慮 
  ・コース立ち入り等のいたずら防止 ・蜂の巣、倒木、雑草等の除去 
◎将来的な再整備及び再開について 
  ・冷凍機やコース配管の保護方法を研究 
  ・再開については、その時点での設備等の状況にもよるが、多額の整備費 
   が見込まれるため、特段の事情や理由が必要。今回の在り方検討の趣旨 
   を踏まえ、慎重な判断が必要 
◎競技振興について 
  ・夏期トレーニング施設の提供などで支援を継続 
  ・市のできる範囲で、強化・育成の方策に協力を検討 
◎活性化に資する活用の検討 
  ・公共施設マネジメントにおける地区ワークショップも活用 


